





務所という＊1。47 都道府県および 20 政令指定都市はすべて東京事務所をもっており、中核市
や特例市（2016 年 4 月以降は施行時特例市）、さらには一般市のなかにも東京事務所をもって
いるところがある。
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Abstract
This article focuses on the functions of Tokyo office of the prefecture government. All of 
the 47 prefecture governments set up branch offices in Tokyo. By all prefecture governments, 
it is meant that not only three local governments adjacent to Tokyo such as Kanagawa, 
Saitama and Chiba but also Tokyo Metropolitan Government itself have Tokyo office. Forty 
three offices including those of the 4 governments are located in a 15-story-building named 
the Prefecture Hall. The simple fact that Tokyo Metropolitan Government has a branch office 
in the same building as other many local governments seems to challenge two conventional 
understandings concerning the function of Tokyo office. One considers it as a point through 
which the center gives pressures on the periphery and the other as a point through which 
the periphery makes petitions to the center. Notwithstanding reverse direction, these two 
understanding share their emphasis on the "vertically connecting" function of Tokyo office. 
The conventional explanation, however, cannot explain why Tokyo Metropolitan Government 
and the neighboring local governments have Tokyo branch offices because their headquarters 
are located near the national administrative district that is Kasumigaseki. This article, 
based on extensive interviews to the officials working for Tokyo offices, will emphasize the 































対して「圧力」をかける際の拠点であると指摘している（村松岐夫 , 1988, 202-203 頁）。中央官
庁が地方自治体に圧力をかけるのではなく、地方自治体が中央官庁に圧力をかけるのに有効であ
るから東京事務所は置かれているというわけである。6.2. で述べるように、この理解に筆者は基






































































































































































（千代田区永田町 2-17-17 永田町ほっかいどうスクエア 1 階）
岩手県（中央区銀座 5-15-1 南海東京ビル 2F）
山口県（千代田区霞が関 3-3-1 尚友会館 4 階）
福岡県（千代田区麹町 1-12 ふくおか会館 2 階）
その他 3 広島県（港区虎ノ門 1-2-8 琴平タワー 23 階）
高知県（千代田区内幸町 1-3-3 内幸町ダイビル 7 階）　
























4 階 401 ～ 410 会議室
3 階 知事会会議室、特別会議室
2 階 喫茶コーナー、郵便局








く市町村の数は増加傾向にあるようである。2007 年時点では 41 市町村であったが、2013 年時























































1940 年代の後半以降、他道府県も相次いで東京事務所を開設していく。久世は 1957 年に公
表した先の論文において、「神奈川県を除く全ての府県に東京事務所が設置されている」と述
べている＊11。この点をわれわれの調査データから確認したものが表 3 である。



















北海道 1916 1922 鳥取県 1947 1950
青森県 1929 1941 高知県 1947 1947
島根県 1930 1948 長野県 1948 1950
香川県 1932 1952 和歌山県 1948 1953
福島県 1935 1952 広島県 1948 1950
大分県 1938 1951 熊本県 1948 1950
三重県 1939 1954 宮崎県 1948 1951
岡山県 1939 1952 千葉県 1949 1960
山口県 1942 1948 山梨県 1949 1949
静岡県 1943 1951 佐賀県 1949 1951
岩手県 1946 1948 秋田県 1950 1950
宮城県 1947 1948 埼玉県 1950 1953
群馬県 1947 1950 福井県 1950 1951
富山県 1947 1952 兵庫県 1950 1955
石川県 1947 1954 沖縄県※ 1951 1972
京都府 1947 1960 大阪府 1953 1953
















































































ク作り」である。全体の約 6 割を占めている（図 6）。次いで「会議・イベント等への参加」であっ
た。東京事務所長は東京でネットワークを作り、会議・イベント等への参加を通して、情報収









































図７：所長が職員以外に会うことが多い関係者（1 位～ 3 位）

























































東京事務所の職員数は、2015 年現在、平均 15.13 人である。図 8 は、東京事務所の職員数の
変化をより詳しく見るために、2015 年調査で得られた職員数と大谷（2009）の 2007 年職員
数データを比較したものである。大谷のデータと比較するために、今回の調査で得られた職員
総数及びその分け方については大谷の分類に従った 。
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表４：担当省別連絡会





農林水産省 農林水産省担当者連絡協議会 のりす会 高
厚生労働省 全国厚生労働省担当者連絡協議会 ふくろう会 中
環境省 東京事務所環境省連絡会 めだか会 不明
総務省 ○○（ブロック名）総務省自治担当職員連絡会 近中自会 高
文部科学省 全国都道府県在京文教担当者連絡協議会 文教連 高
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ないか。その時期は不明である。大阪府が東京事務所を設置した 1953 年であったかもしれな







＊1 鳥取県は 2008 年から東京本部、徳島県は 2011 年から東京本部、山口県は 2015 年から東京営業本部、
















＊12 土岐寛、1986、「東京事務所の政治行政機能」『都市問題』第 77 巻第 12 号、43 頁
＊13 大谷基道、前掲論文、170 頁
＊14 林雄介、2003、『霞ヶ関の掟：官僚の舞台裏』日本文芸社、83-84 頁
＊15 水谷三公、1999、『官僚の風貌』中央公論社 370 頁











いう監視方法である。Mathew D. McCubbins and Thomas Schwartz, 1984, "Congressional Oversight 
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